
垂直離着陸輸送機オスプレイの即時飛行停止と撤去を求める抗議決議 

 

日本時間２０１５年５月１８日、米国ハワイ州オアフ島南東部のベローズ空軍基地内で垂直

離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが訓練中に墜落・炎上事故を起こし、乗員２２人のうち、２

人が死亡した。２０１２年から米軍普天間基地に２４機が配備されているオスプレイと同型機

で、在沖米海兵隊は墜落原因がいまだ究明されていないにも拘らず、翌日には飛行をさせ、県

の飛行停止要求を拒否した。 

オスプレイは開発段階から死傷事故が相次ぎ、同機の危険性が改めて浮き彫りになった格好

だが、米軍は、「ハードランディング（激しい衝撃を伴う着地）」との表現を用いて墜落事故の

矮小化をしようとしている。また、事故評価についても重大事故の分類基準の変更を行い、重

大事故の発生率を低く見せるための印象操作を行っているかのように映る。 

報道によると米国防研究所（ＩＤＡ）のオスプレイの元主任分析官が「構造的な欠陥があり、

パイロットの操縦ミスと合わさることで今後も事故は繰り返される」との見解を示しているに

も拘らず、米政府の構造上の欠陥はないとの見解を日本政府は追認し、訓練・配備計画の継続

を宣言している。 

オスプレイ配備をめぐっては、２０１３年１月、配備断念を求めて県内４１市町村の首長や

議長らが署名した「建白書」、及び民主的行動で日米両政府に訴えてきたが、その県民の「民意」

を無視した姿勢は「差別」以外の何ものでもなく民主国家としてのあり方が問われている。 

日米両政府は米軍普天間基地の危険除去を述べているにも拘らず、安全性が懸念されるオス

プレイの強制配備をし、住民居住地域上空の飛行の常態化を招き危険性を増大させている。オ

スプレイの配備計画のある辺野古新基地建設ばかりか、ＣＶ２２オスプレイが後継機とされて

いるＭＣ１３０特殊作戦機の残留決定は、基地負担軽減とは程遠い。 

   よって、本町議会は、町民の生命、財産、安全を守る立場から、米軍及び関係当局に対し厳

重に抗議するとともに、下記事項を速やかに実現するよう強く要求する。 

 

記 

 

１ 事故原因の究明結果を速やかに公表し、米軍普天間基地配備の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２

オスプレイの飛行訓練を直ちに中止・撤去すること。 

２ 垂直離着陸輸送機ＭＶ２２、及びＣＶ２２オスプレイの日米両政府の配備計画を撤回する

こと。 

３ 米軍普天間基地を即時閉鎖・撤去し、県内移設を断念すること。 

 

  以上、決議する。 

 

  平成２７年５月２７日 

                   沖縄県中頭郡北谷町議会 

 

あて先 

駐日米国大使  米太平洋軍司令官  在日米軍司令官  在沖米四軍沖縄地域調整官 

在沖米国総領事  海兵隊普天間航空基地司令官 

 



垂直離着陸輸送機オスプレイの即時飛行停止と撤去を求める意見書 

 

日本時間２０１５年５月１８日、米国ハワイ州オアフ島南東部のベローズ空軍基地内で垂直

離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが訓練中に墜落・炎上事故を起こし、乗員２２人のうち、２

人が死亡した。２０１２年から米軍普天間基地に２４機が配備されているオスプレイと同型機

で、在沖米海兵隊は墜落原因がいまだ究明されていないにも拘らず、翌日には飛行をさせ、県

の飛行停止要求を拒否した。 

オスプレイは開発段階から死傷事故が相次ぎ、同機の危険性が改めて浮き彫りになった格好

だが、米軍は、「ハードランディング（激しい衝撃を伴う着地）」との表現を用いて墜落事故の

矮小化をしようとしている。また、事故評価についても重大事故の分類基準の変更を行い、重 

大事故の発生率を低く見せるための印象操作を行っているかのように映る。 

報道によると米国防研究所（ＩＤＡ）のオスプレイの元主任分析官が「構造的な欠陥があり、

パイロットの操縦ミスと合わさることで今後も事故は繰り返される」との見解を示しているに

も拘らず、米政府の構造上の欠陥はないとの見解を日本政府は追認し、訓練・配備計画の継続

を宣言している。 

オスプレイ配備をめぐっては、２０１３年１月、配備断念を求めて県内４１市町村の首長や

議長らが署名した「建白書」、及び民主的行動で日米両政府に訴えてきたが、その県民の「民意」

を無視した姿勢は「差別」以外の何ものでもなく民主国家としてのあり方が問われている。 

日米両政府は米軍普天間基地の危険除去を述べているにも拘らず、安全性が懸念されるオス

プレイの強制配備をし、住民居住地域上空の飛行の常態化を招き危険性を増大させている。オ

スプレイの配備計画のある辺野古新基地建設ばかりか、ＣＶ２２オスプレイが後継機とされて

いるＭＣ１３０特殊作戦機の残留決定は、基地負担軽減とは程遠い。 

   よって、本町議会は、町民の生命、財産、安全を守る立場から、米軍及び関係当局に対し厳 

重に抗議するとともに、下記事項を速やかに実現するよう強く要請する。 

 

記 

 

１ 事故原因の究明結果を速やかに公表し、米軍普天間基地配備の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２

オスプレイの飛行訓練を直ちに中止・撤去させること。 

２ 垂直離着陸輸送機ＭＶ２２、及びＣＶ２２オスプレイの日米両政府の配備計画を撤回させ

ること。 

３ 米軍普天間基地を即時閉鎖・撤去し、県内移設をさせないこと。 

 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  平成２７年５月２７日 

                 沖縄県中頭郡北谷町議会 

 

あて先 

衆議院議長  参議院議長  内閣総理大臣  外務大臣  防衛大臣  

沖縄及び北方対策担当大臣  外務省特命全権大使（沖縄担当）  沖縄防衛局長 


